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公正審査分科会の活動状況
１ 公正審査分科会の開催状況

懲戒処分等に対する審査請求の審理を行うため、月１～２回開催（１回約３時間の対面審理及び書面審理）
令和６年中の開催状況は以下のとおり
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３ 部隊視察について
部隊等の任務、並びに自衛隊員の勤務、訓練及び生活環境の視察により、防衛省・自衛隊への理解を深め、より公

正な審理の実施に寄与することを目的として実施。
令和６年については、９月２５日～２６日に陸上自衛隊大津駐屯地、海上自衛隊舞鶴地区を視察。

２ 審査請求の処理状況と推移

開催月日
（計１９回）

１月２４日 ２月１９日 ３月２７日 ４月１６日
５月１７日（書面）
５月２１日

６月１１日
６月１２日（書面）

７月１６日
８月１４日（書面）
８月２７日

９月１７日
９月１８日（書面）

１０月２２日
１０月２５日（書面）

１１月２８日
１１月２９日（書面）

１２月１０日
１２月２０日（書面）



－２－

再就職等監視分科会の活動状況
１ 再就職等監視分科会の開催状況 (９回開催)

２ 部隊視察について
第一線部隊の任務や日々の業務等、現場を視察することにより、その地域の特性など隊員の再就職に係る実情を把握

し、今後の分科会における審議等の資とすることを目的として実施。
令和６年については、３月８日に航空自衛隊浜松基地を視察。

開催年月日 内 容

令和６年 ２月１９日（第６７回） ・調査結果（管理職隊員以外）の審議及び調査指示（管理職隊員）等

令和６年 ３月 ５日（第６８回） ・交流派遣実施計画及び採用実施計画の認定に係る審議等

令和６年 ３月２６日（第６９回） ・調査結果（管理職隊員）の審議及び調査指示（管理職隊員以外）

令和６年 ５月 ８日（第７０回） ・調査結果（管理職隊員以外）の審議及び調査指示（管理職隊員）

令和６年 ６月１２日（第７１回）
・調査結果（管理職隊員）の審議及び調査指示（管理職隊員以外）
・交流採用実施計画の認定に係る審議

令和６年 ７月２６日（第７２回）
・調査結果（管理職隊員以外）の審議及び調査指示（管理職隊員）
・交流採用実施計画の認定に係る審議

令和６年 ９月 ６日（第７３回） ・調査結果（管理職隊員）の審議及び調査指示（管理職隊員以外）等

令和６年１０月２２日（第７４回） ・調査結果（管理職隊員以外）の審議及び調査指示（管理職隊員）

令和６年１２月１０日（第７５回） ・調査結果（管理職隊員）の審議及び調査指示（管理職隊員以外）等



－３－

職員処遇問題部会の活動状況

１ 職員処遇問題部会の開催状況（１回開催）

２ 部隊視察について
自衛隊の部隊の実情及び職員処遇を実際に見聞し、今後の部会における審議等の資とすることを目的として実施。
令和６年については、６月３日～４日に航空自衛隊三沢地区を視察。

開催年月日 内 容

令和６年２月１９日
（第４３回）

１ 防衛省の職員の給与等に関する法律の改正について
２ 令和６年度予算案における諸手当の改善予定について
３ 長期外国出張者（連絡官等）の処遇改善策の検討状況について
４ 処遇の向上に係る施策の検討について


